別記第１号様式（第９条関係）

令和　　年　　月　　日

石　川　県　知　事　様
[bookmark: _Hlk198036436]
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （申請者）
	郵便番号
	

	住所
	

	（フリガナ）
	

	氏名
	

	電話番号
	









[bookmark: _Hlk198036494]　石川県被災宅地流通活性化事業費補助金交付申請（実績報告）書

このことについて、石川県被災宅地流通活性化事業費補助金交付要綱第９条第１項の規定により、関係書類を添えて下記のとおり交付申請及び実績報告します。また、県が補助金の交付決定に当たり、必要な事項及び内容について調査することを承諾します。
[bookmark: _Hlk198037604]　なお、この申請書及び関係書類に記載の事項は、事実に相違ありません。

記

１．交付申請額　　　　　金　　　　　　　　　　　　　　　　　円
※1,000円未満切り捨て

２．被災宅地
	所在地
	石川県　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　他　　　筆

	被害の程度
	· 全壊　　□ 大規模半壊　　□ 中規模半壊　　□ 半壊

	所有権移転した日
	令和　　年　　月　　日
	更正登記等した日
（測量した場合）
	令和　　年　　月　　日




	市町記載欄

	受付印
	意見

	
	









	売却した被災宅地は能登１２市町にある。
（七尾市、輪島市、珠洲市、羽咋市、かほく市、津幡町、内灘町、志賀町、宝達志水町、中能登町、穴水町又は能登町）
	□はい

	被災宅地は半壊以上で、かつ解体済である。
	□はい

	（被災宅地を含む複数の土地を売却する場合）土地はすべて一体的に利用されていた。
	□はい

	県税を滞納していない。
	□はい

	暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号から第５号に規定する暴力団又は同条第６号に規定する暴力団員でない者について
	□該当しない

	石川県被災宅地流通活性化事業費補助金交付要綱の施行日以降に売却・測量を行った。
	□はい

	記載された個人情報を本支援策と同様の事業を実施する関係機関に提供すること及び関係機関に提出された申請書等の情報を収集することについて
	□同意する


３．確認事項　※確認を行った場合に申請者が自らチェック☑

４．添付書類　※添付した関係書類に申請者が自らチェック☑
	＜共通＞
	

	１　市町長が発行するり災証明書の写し又はこれに準ずる書類
	□

	２　解体証明書の写し又は滅失登記完了通知の写しなど解体したことがわかる書類
	□

	３　所有権移転後の土地の登記事項証明書の写し
	□

	４　領収書の写しなど補助対象経費を支払ったことがわかる書類（内訳がわかるもの）
	□

	＜該当する場合は提出＞
	

	５　（土地の測量を行った場合）地積測量図の写し（登記官の認証があるもの）
	□

	６　（委任する場合）委任状（別記第２号様式）
	□

	７　その他知事が必要と認める書類
	□



